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明 細 書

発明の名称 ：高炭素熱延鋼板およびその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、 プレス成形性 と焼入れ性 に優れる高炭素熱延鋼板およびその製

造方法に関する。

背景技術

[0002] 現在、ギア、 トランスミッシ ョン、シ一 卜リクライナ一などの自動車用部

品は、 J I S G 4 0 5 1 に規定された機械構造用炭素鋼鋼材である高炭

素熱延鋼板 を冷間プレス成形 によって所望の形状 に成形 した後、所望の硬 さ

を確保するために焼入れ処理 を施 して製造されている。そのため、素材の鋼

板 には、優れたプレス成形性 と焼入れ性が要求されてお り、 これまでに種 々

の高炭素熱延鋼板が提案されている。

[0003] 例 えば、特許文献 1 には、鋼成分 と して、質量％で、 C ：0 . 1 0 0 .

3 7 %、 S i : 1 % 以下、 M n ：1 . 4 % 以下、 P ：0 . % 以下、 S ：0

. 0 3 % 以下、 s o に A I : 0 . 0 1 0 . 1 %、 N ：0 . 0 0 0 5 0

. 0 0 5 0 %、 T i : 0 . 0 0 5 ~ 0 . 0 5 %、 B ：0 . 0 0 0 3 ~ 0 . 0

0 5 0 % を含有 し、 B — ( 1 0 . 8 / 4 ) N * ≥ 0 . 0 0 0 5 %、 N * =

N - ( 4 / 4 8 ) Τ ί 、 ただ し、右辺 0 の場合、 Ν * = 0 を満足 し、残

部 F e および不可避的不純物か らな り、鋼中析出物である T i N の平均粒径

が 0 . 0 6 ~ 0 . 3 0 m であ り、かつ焼入れ後の旧オーステナイ ト粒径が

2 5 mである焼入れ後の衝撃特性 に優れる熱延鋼板が開示されている

[0004] また、特許文献 2 には、質量 0/ 0で、 C ：0 . 5 0 . 4 0 %、 S i ≤ 0

. 3 5 %、 M n ：0 . 6 ~ . 5 0 %、 P ≤ 0 . 0 3 0 %、 S ≤ 0 . 0 2 0

%、 T i : 0 . 0 0 5 ~ 0 . 1 %、 s o に A I : 0 . 0 ~ 0 . 2 0 %、

N ：0 . 0 0 2 0 0 . 0 1 2 %、 B ：0 . 0 0 0 3 0 . 0 0 3 0 %、た

だ し、 B 0 . 0 0 3 2 - 0 . 0 1 4 X s o に A I - 0 . 0 2 9 X T



残部が実質的にF e から成る鋼組成を有する板厚6 m m以下の熱延鋼板を、

塑性加工後、A c 3 ~ 9 5 0 °Cの温度域にて均熱してから、水中あるいは油中

に焼入れる成形性と靭性に優れた焼戻し省略型T i 一B系高炭素薄鋼板の製

造方法が開示されている。
[0005] さらに、特許文献3 には、質量0/0で、C ：0 . 2 0 0 . 4 8 %、S i ：

0 . %以下、M n : 0 . 2 0 0 . 6 0 %、 P ：0 . 0 2 %以下、S ：0

. 0 %以下、s o に A I ：0 . %以下、N ：0 . 0 0 5 %以下、T i

: 0 . 0 0 5 0 . 0 5 %、 B ：0 . 0 0 0 5 0 . 0 0 3 %、C r ：0 .

0 5 ~ 0 . 3 %を含有し、Τ ί _ ( 4 8 / 1 4 ) Ν ≥ 0 . 0 0 5 (式中の元

素記号はそれぞれの元素の含有量の質量％を示す）を満足し、残部F e およ

び不可避的不純物である組成と、フェライ卜平均粒径が6 m以下、炭化物

平均粒径が0 . l m以上 1 . 2 0 m未満、炭化物を実質的に含まないフ

ェライ卜粒の体積率が5 %以下である組織を有する高炭素熱延鋼板が開示さ

れている。

先行技術文献

特許文献
[0006] 特許文献1 ：特許第4 2 6 5 5 8 2 号公報

特許文献2 ：特開平5 —9 8 3 5 6 号公報

特許文献3 ：特開2 0 0 5 _ 9 7 7 4 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0007] しかしながら、特許文献 1 ~ 3 に記載の高炭素熱延鋼板では、延性の低下

や焼入れ後に鋼板表層部の硬さ低下が認められ、優れたプレス成形性と焼入

れ性を安定して具備させることが困難である。

[0008] 本発明は、優れたプレス成形性と焼入れ性、特に鋼板表層部の焼入れ性、

を安定して具備する高炭素熱延鋼板およびその製造方法を提供することを目

的とする。



課題を解決するための手段

[0009] 本発明者 らは、上記の 目的を達成 すべ く鋭意検討 した ところ、以下の こと

を見出 した。

[001 0] i ) フェライ 卜相 と炭化物 か らなるミクロ組織 と し、 かつ フェライ 卜相

の平均粒径 を 1 0 ~ 2 0 m、炭化物 の球状化率 を 9 0 % 以上 にすると、軟

質化 し、延性 向上が確実 に図れ、優れた プ レス成形性 が安定 して得 られ る。

[001 1] i i ) 六 1量 を 0 . 1 質量％以上 に し、窒素 ガス主体の雰囲気中で炭化

物 を球状化するための焼鈍 （以後、単 に球状化焼鈍 と呼ぶ） を行 うと鋼板表

層部 の平均 N 量が 0 . 1 質量％以上 にな り、焼入れ後 の鋼板表層部 の硬 さ低

下が抑制 され、優れた焼入れ性 が安定 して得 られ る。

[001 2] 本発明は、 このような知見 に基づいてなされたものであ り、質量％で、 C

: 0 . 2 0 0 . 4 8 % 、 S i : 0 . % 以下、 M n ：0 . 5 % 以下、 P ：

0 . 0 3 % 以下、 S ：0 . 0 1 % 以下、 A I : 0 . 1 ~ 0 . 6 % 、 C r ：0

. 0 5 ~ 0 . 5 % 、 B ：0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 0 5 0 % 、 C a ：0 . 0 0 1

0 0 . 0 0 5 0 % を含有 し、表面か ら板厚方向に 0 . 1 m m 入 った表層部

の平均 N 量が 0 . 1 % 以上で、板厚 中央部 の平均 N 量が 0 . 0 1 % 以下であ

り、残部 が F e および不可避 的不純物 か らなる成分組成 （c h e m i c a l

c o m o s i t i o n ) を有 し、 フェライ 卜相 と炭化物 か らな り、前記

フェライ 卜相 の平均粒径 が 1 0 ~ 2 0 m、前記炭化物 の球状化率 が 9 0 %

以上であるミク口組織 を有 する高炭素熱延鋼板 を提供 する。

[001 3] 本発明の高炭素熱延鋼板 では、 さ らに、質量％で、 C u 、 Ν ί 、 M o の う

ちの少な くとも一種 ：合計で 2 % 以下、 あるいは Τ ί 、 V の うちの少な くと

も一種 ：合計で 0 . 1 0 % 以下 を、個別 にあるいは同時 に含有 させ ることも

で きる。

[0014] 本発明の高炭素熱延鋼板 は、上記の成分組成 を有 する鋼 を、粗圧延後、 8

5 0 ~ 9 5 0 °。の仕上温度 ( h o t r o l l i n g f i n i s h i n g

t e m p e r a t u r e ) で熱間圧延 し、 5 0 0 °C 以上の巻取温度 （c o

i I i n g t e m p e r a t u r e ) で巻取 った後、酸洗 し、 5 0 v o I



. % 以上 の窒素 ガスを含む雰囲気中、 6 8 0 °C 以上 A c ，変態点以下の焼鈍温

度 で球状化焼鈍 を行 うことによ り製造で きる。

発明の効果

[001 5 ] 本発明によ り、優れた プ レス成形性 と焼入れ性、特 に鋼板表層部 の焼入れ

性、 を安定 して具備 する高炭素熱延鋼板 を製造で きるようにな った。本発明

の 高炭素熱延鋼板 は、 ギア、 トラ ンス ミ ッシ ョン、 シ 一 卜リク ラ イ ナ 一 な ど

の 自動車用部 品に好適である。

発明を実施するための形態

[001 6] 以 下 に、本発明である高炭素熱延鋼板 およびその製造方法 について詳細 に

説明する。 なお、成分の含有量の単位 である 「％」は特 に断 らない限 り 「質

量％」 を意味するもの とする。

[001 7] ) 成 分組成

C ：0 . 2 0 0 . 4 8 %

C は、焼入れ後 の硬 さを得 るため に重要な元素である。 プ レス成形 ' 焼 入

れ後 の 自動車用部 品に必要 とされ る硬 さを得 るためは、 c 量 を少な くとも 0

. 2 0 % 以上 にする必要がある。一方、 C 量 が 0 . 4 8 % を超 えると硬質 -

低延性化 し、 プ レス成形性 が劣化する。 したが って、 C 量 は 0 . 2 0 ~ 0 .

4 8 % 、 好 ま しくは 0 . 2 6 ~ 0 . 4 8 % とす る。

[001 8] S i ：0 . % 以下

S i 量 が 0 . 1 % を超 えると硬質 低延性化 し、 プ レス成形性 が劣化する

。 したが って、 3 量 は 0 . 1 % 以下、好 ま しくは 0 . 0 5 % 以下 とする。

5 ί 量 は 0 (ゼ ロ）であ っても問題 ない。

[001 9] Μ η ：0 . 5 % 以下

Μ η 量が 0 . 5 % を超 えると硬質 低延性化するだけでな く、偏析 に起因

したバ ン ド組織 （b a n d s t u c t u e ) が発達 し、 ミク口組織 が

不均一 になるため、 プ レス成形性 が劣化する。 したが って、 M n 量 は 0 . 5

% 以下、好 ま しくは 0 . 4 % 以下 とする。 M n 量 は 0 (ゼ ロ）であ っても問

題 ないが、 グラフアイ ト析 出抑制 のため にはM n 量 を 0 . 2 % 以上 とするこ



とが好ま しい。

[0020] P ：0 . 0 3 % 以下

P 量が 0 . 0 3 % を超えるとプレス成形性および焼入れ後の靭性が著 しく

劣化する。 したがって、 P量は 0 . 0 3 % 以下、好ま しくは 0 . 0 2 % 以下

とする。 P量は 0 (ゼ ロ）であっても問題ないが、 コス ト上昇抑制のために

は P量を 0 . 0 0 5 % 以上 とすることが好ま しい。

[0021 ] S ：0 . 0 1 % 以下

S 量が 0 . 0 1 % を超えるとプレス成形性および焼入れ後の靭性が著 しく

劣化する。 したがって、 S 量は 0 . 0 1 % 以下、好ま しくは 0 . 0 0 5 % 以

下 とする。 S 量は 0 (ゼ ロ）であっても問題ない。

[0022] A I : 0 . ~ 0 . 6 %

A I は、 N との化学的親和力が大 きいため、窒素ガス主体の雰囲気中で球

状化焼鈍 を行 う際に鋼板表層部の平均 N量が 0 . 1 % 以上になるほどに N 吸

収 を促進 し、焼入れ後の鋼板表層部の硬 さ低下を防止 し、焼入れ性 を向上さ

せる。 こう した効果を発現 させるには、 六 1量を 0 . 1 % 以上 とする必要が

ある。一方、 A I 量が 0 . 6 % を超えると固溶強化により硬質 低延性化 し

、 プレス成形性が劣化するばか りでな く、変態点が上昇するためオーステナ

ィ 卜単相域か らの焼入れ処理が困難 とな り、焼入れ性が低下する。 したがつ

て、 A I 量は 0 . 1 ~ 0 . 6 % とする。

[0023] C r ：0 . 0 5 0 . 5 %

C は、焼入れ性 を高めるばか りでな く、焼入れ性 に有害なダラファイ ト

の生成 を抑制する。 こう した効果を発現 させるには、 〇 「量を 0 . 0 5 % 以

上 とする必要がある。一方、 C r 量が 0 . 5 % を超えると硬質 低延性化 し

、 プレス成形性が劣化する。 したがって、 C r 量は 0 . 0 5 ~ 0 . 5 % とす

る。

[0024] B ：0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 0 5 0 %

B は、焼入れ性 を高めるが、そのためには、 B 量を 0 . 0 0 0 5 % 以上 と

する必要がある。一方、 B 量が 0 . 0 0 5 0 % を超えると、熱間圧延の負荷



が高くなり操業性が低下するととともに、プレス成形性の劣化も招 く。 した

がって、 B量は0 . 0 0 0 5 ~ 0 . 0 0 5 0 % とする。

[0025] C a ：0 . 0 0 0 0 . 0 0 5 0 %

C a は、 0 . 1 %以上のA I を含有 した鋼を錶造する際に、溶鋼の流れを

円滑にさせる。こうした効果を発現させるには、C a 量を0 . 0 0 1 0 %以

上とする必要がある。一方、C a 量が 0 . 0 0 5 0 % を超えると介在物が増

加 し、プレス成形性が劣化する。 したがって、C a 量は0 . 0 0 1 0 ~ 0 .

0 0 5 0 % とする。

[0026] 鋼板表面から板厚方向に0 . 1 m m入った表層部の平均 N量 ：0 . 1 %以

上

上述 したように、六 1量を0 . 1 %以上とし、窒素ガス主体の雰囲気中で

球状化焼鈍を行うと鋼板表層部の平均 N量が 0 . 1 %以上になるほどにN吸

収が促進される。このため表層部は、焼入れ処理時に固溶 N ( s o l u t e

N ) 量が増加 し、焼入れ性だけでなく焼入れ硬さも増大するため、焼入れ

後の鋼板表層部の硬さ低下を防止できる。 A I 量が 0 . 1 %未満では鋼板表

層部の平均 N量が 0 . 1 %以上にはならず、焼入れ後の鋼板表層部の硬さ低

下を十分に防止できない。ここで、鋼板表層部とは、鋼板表面から板厚方向

に0 . 1 m m入ったところまでの領域全体を意味する。

[0027] 鋼板板厚中央部の平均 N量 ：0 . 0 1 %以下

鋼板板厚中央部の平均 N量が 0 . 0 1 % を超えると、熱間圧延の段階で既

に、 B Nの形成が促進され、焼入れ性を向上させる固溶 B が十分に得 られな

いため、焼入れ処理の冷却時にフェライ 卜相の生成が促進され、焼入れ後の

靭性が劣化する。 したがって、鋼板板厚中央部の平均 N量は0 . 0 1 %以下

とする。ここで、鋼板板厚中央部の平均 N量とは、球状化焼鈍前の鋼板のN

量を意味する。また、鋼板板厚中央部とは、板厚 1 4 の位置から3 4 の

位置の間と規定する。 N量は0 (ゼロ）であっても問題ないが、コス ト面を

考慮するとN量を0 . 0 0 1 %以上とすることが好ましい。

[0028] 残部は F e および不可避的不純物とするが、炭化物の球状化を促進 し、焼



入れ性を向上させる目的で、C u、 Ν ί 、 Μ ο のうちの少なくとも一種を合

計で 2 %以下含有させたり、さらに、あるいは別個に、グラフアイ トの生成

を抑制 し、焼入れ性を向上させる目的で、 Τ ί 、 V のうちの少なくとも一種

を合計で 0 . 1 0 %以下含有させることができる。

[0029] 2 ) ミクロ組織

本発明では、プレス成形性を向上させるために、熱間圧延後球状化焼鈍を

行って、フェライ 卜相と炭化物からなるミクロ組織にする必要がある。特に

、優れたプレス成形性と焼入れ性を具備させるには、フェライ 卜相の平均粒

径を 1 0 ~ 2 0 m、炭化物の球状化率を9 0 %以上にする必要がある。

[0030] ここで、フェライ 卜相の平均粒径とは、鋼板の圧延方向の板厚断面を研磨

後、ナイタール （η ί t a I ) 腐食 し、走査電子顕微鏡を用いて板厚中央部

の 1 0 箇所の位置において、 1 0 0 0 倍で組織観察 し、各位置の粒径をJ I

S G 0 5 5 2 ：1 9 9 8 に準拠 した切断法によって求め、 1 0 箇所の粒

径を算術平均 したものである。また、炭化物の球状化率とは、上記の組織観

察 した各位置において、炭化物の最大径 a と最小径 b の比 a / b を計算 し、

a / b が 3 以下の炭化物の数の全炭化物数に対する割合 （％) として求め、

1 0 箇所の球状化率を算術平均 したものである。

[0031 ] 3 ) 製造条件

熱間圧延の仕上温度 ：8 5 0 ~ 9 5 0 °C

上記の成分組成を有する鋼は、粗圧延と仕上圧延からなる熱間圧延 して所

望の板厚の鋼板にされる。このとき、仕上温度が 8 5 0 °C未満では圧延時の

才一ステナイ 卜粒が微細になるため、球状化焼鈍後のフェライ 卜相の平均粒

径が 1 O m未満になり、 9 5 0 °C を超えるとフェライ 卜相の平均粒径が 2

〇 mを超える。 したがって、熱間圧延の仕上温度は 8 5 0 ~ 9 5 0 °C とす

る。

[0032] 巻取温度 ：5 0 0 °C以上

熱間圧延後の鋼板は巻取られるが、巻取温度が 5 0 0 °C未満では球状化焼

鈍後のフェライ 卜相の平均粒径および炭化物が微細化 して、硬質 低延性化



してプレス成形性が劣化する。 したがって、巻取温度は 5 0 0 °C以上とする

。なお、スケールによる表面性状の劣化を避けるために、巻取温度は 7 5 0

°C以下とすることが好ましい。

[0033] 球状化焼鈍 ：5 0 V o に ％以上の窒素ガスを含む雰囲気中、 6 8 0 °C以

上A c ，変態点以下の焼鈍温度

巻取り後の鋼板には、酸洗によるスケール除去後、炭化物を球状化 し、所

望のフェライ 卜相の平均粒径にするとともに、鋼板表層部の平均 N量を0 .

1 %以上にするために、 5 0 v o %以上の窒素ガスを含む雰囲気中、 6

8 0 °C以上A c ！変態点以下の焼鈍温度で球状化焼鈍が行われる。このとき、

雰囲気中の窒素ガス量が 5 0 V o に ％未満の場合は、鋼板表面から板厚方

向に0 . 1 m m入った表層部の平均 N量を0 . 1 %以上にすることができな

し、。また、焼鈍温度が 6 8 0 °C未満の場合は、炭化物の球状化率を9 0 %以

上にすることができない。さらに、焼鈍温度がA c ，変態点を超える場合は、

加熱中にオーステナイ ト相が生 じて、冷却中にパ一ライ トが生成 し、プレス

成形性が劣化する。 したがって、球状化焼鈍は、 5 0 v o に ％以上の窒素

ガスを含む雰囲気中、 6 8 0 °C以上A c ，変態点以下の焼鈍温度で行う必要が

ある。なお、上記の温度に維持する焼鈍時間は 2 0 ~ 4 0 時間が好ましい。

また、 A C l 変態点は、例えば、加熱速度 1 0 0 °C / h r のフ才一マスタ （f

o r m a s t o r ) 実験で熱膨張曲線を求め、その変化点により求めること

ができる。

[0034] 本発明の成分組成を有する高炭素鋼を溶製するには、転炉、電気炉どちら

も使用可能である。また、こうして溶製された高炭素鋼は、造塊—分塊圧延

または連続錶造によりスラブとされる。スラブは、通常、加熱された後、熱

間圧延される。なお、連続錶造で製造されたスラブの場合は、そのままある

いは温度低下を抑制する目的で保熱 して、圧延する直送圧延を適用 してもよ

し、。また、スラブを加熱 して熱間圧延する場合は、スケールによる表面状態

の劣化を避けるためにスラブ加熱温度を 1 2 8 0 °C以下とすることが好まし

し、。熱間圧延では、仕上温度を確保するため、熱間圧延中にシー トバーヒー



タ等の加熱手段により被圧延材の加熱を行つてもよい。

実施例

[0035] 表 1 に示す鋼 A からMの成分組成を有する鋼を溶製 し、次いで表 2 に示す

熱延条件に従って熱間圧延後、酸洗 し、 9 5 V o に ％の窒素と5 V o に

%の水素を含む雰囲気中、表 2 に示す焼鈍温度で球状化焼鈍を行い、板厚 3

. O m mの熱延鋼板の試料 1 ~ 1 4 を製造 した。

[0036] このようにして製造 した試料について、鋼板表層部のN量を分析するとと

もに、上記の方法によりフェライ 卜相の平均粒径と炭化物の球状化率を求め

た。また、圧延方向に平行に」 S 3 号 B 引張試験片を採取 し、引張強

度 T S、全伸び E I を求めた。さらに、幅 5 0 m m X 長さ 5 0 m mの試験片

を採取 し、 R X ガス （R X g a s ) を空気に混合 し力一ボンポテンシャル

を鋼中C量と等 しくなるように調整 した雰囲気中、 8 7 0 °Cで 3 0 秒加熱後

1 2 0 °Cの油中に投入する焼入れ処理を行い、鋼板表層部のロックウェルC

スケールの硬さ （H R C ) を求めた。

[0037] そ して、プレス成形性はE I により、焼入れ性は鋼板表層部のH R C で評

価 したが、 E H R C ともに、C量依存性が大きいので、C ：0 . 2 0 %

ではE l ≥ 4 2 %、 H R C ≥ 3 5 、 C ：0 . 3 5 %では巳 1 ≥ 3 5 %、 H R

C ≥ 4 5 C ：0 . 4 8 %ではE l 3 0 %、 H R C ≥ 4 5 であれば、プ

レス成形性および焼入れ性に優れるとした。

[0038] 結果を表 2 に示す。フェライ 卜相と炭化物からなるミクロ組織を有 し、鋼

板表層部の平均 N量が 0 . 1 質量％以上、フェライ 卜相の平均粒径が 1 0 〜

2 0 m、炭化物の球状化率が 9 0 %以上である本発明例は、プレス成形性

および焼入れ性に優れていることがわかる。

[0039]
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請求の範囲

[ 請求項 1] 質量％ で、 C ：0 . 2 0 0 . 4 8 % 、 S i ：0 . 1 % 以下、 M n

：0 . 5 % 以下、 P ：0 . 0 3 % 以下、 S ：0 . 0 1 % 以下、 A I ：

0 . ~ 0 . 6 % 、 C r ：0 . 0 5 ~ 0 . 5 % 、 B ：0 . 0 0 0 5

0 . 0 0 5 0 % 、 C a ：0 . 0 0 0 0 . 0 0 5 0 % を含有 し、表

面か ら板厚方向に 0 . 1 m m入 った表層部の平均 N 量が 0 . 1 % 以上

で、板厚 中央部の平均 N 量が 0 . 0 1 % 以下であ り、残部が F e およ

び不可避的不純物か らなる成分組成 を有 し、 フヱライ 卜相 と炭化物か

らな り、前記 フ ェ ラ イ 卜相の平均粒径が 1 0 ~ 2 0 m、前記炭化物

の球状化率が 9 0 % 以上であるミク口組織 を有する高炭素熱延鋼板。

[ 請求項2] さ らに、質量％で、 C u 、 Ν ί 、 Μ ο の うちの少な くとも一種 ：合

計で 2 % 以下を含有する請求項 1 に記載の高炭素熱延鋼板。

[ 請求項3] さ らに、質量％で、 Τ ί 、 V の うちの少な くとも一種 ：合計で 0 .

1 0 % 以下を含有する請求項 1 または 2 に記載の高炭素熱延鋼板。

[ 請求項4] 請求項 1 か ら3 のいずれかに記載の成分組成 を有する鋼 を、粗圧延

後、 8 5 0 ~ 9 5 0 °C の仕上温度で熱間圧延 し、 5 0 0 °C 以上の巻取

温度で巻取 った後、酸洗 し、 5 0 v o に ％以上の窒素 ガスを含む雰

囲気中、 6 8 0 °C 以上 A c ，変態点以下の焼鈍温度で炭化物の球状化

焼鈍 を行 う高炭素熱延鋼板の製造方法。
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